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鳥取県特殊詐欺から県民を守る緊急対策事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）
第４条の規定に基づき、鳥取県特殊詐欺から県民を守る緊急対策事業補助金（以下「本補助金」という。）
の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、高齢者が居住する世帯の防犯機能付電話機（電話着信時に通話内容を録音すること

を自動で相手に伝える「事前予告機能」、「通話録音機能」及び「ナンバーディスプレイ機能」（子機

を備えている場合は、子機でも同様の機能を有すること。）を全て備えた電話機をいう。以下同じ。）

の導入を推進する市町村を支援することを通じて、県民の特殊詐欺による被害を未然に防止することを

目的として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条  県は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「対象事業」という。）

を行う同表第２欄に掲げる者に対し、当該間接補助事業に要する同表第３欄に掲げる経費（以下「間接

補助対象経費」という。）の額（仕入控除税額（間接補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に

相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を

乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に間接補助金を交付する市町村に対し、予算

の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、間接補助金の額に同表第４欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た

額（同表第５欄に掲げる額を上限とする。）以下とする。 

３ 鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、対象事業の実施にあたって

は、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 

（交付申請及び実績報告の時期等） 

第４条 本補助金の交付申請は、規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）と

併せて、その年度の２月２８日までに行わなければならない。  

２ 規則第５条第１項の申請書及び規則第１７条第１項の報告書は、様式第１号によるものとする。 

３ 規則第５条の申請書及び規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書

類は、それぞれ様式第２号及び様式第３号によるものとする。 

 

（交付決定及び交付額確定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、規則第１８条第１項の規定による交付額の確定と併せて、原則として、

交付申請及び実績報告を受けた日から２０日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知及び交付額決定通知は、様式第４号によるものとする。 

 

（間接交付の条件） 

第６条 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、第３条第１項に規定する間接補

助金（以下単に「間接補助金」という。）を交付するときは、その交付を受ける者（以下「間接補助事

業者」という。）に対し、次の表の左欄に掲げる規則の規定（これらの規定中同表の中欄に掲げる字句

を同表の右欄に掲げる字句に、それぞれ読み替えたものとする。）に準じた内容の条件を付さなければ

ならない。 

第１２条（第４項を除

く。）、第１３条及び

第１４条、第１６条第

２項後段、第１７条、

第２５条及び第２６

条 

 

 補助事業者等  間接補助事業者 

 交付決定  間接交付の決定 

 補助事業等  間接補助事業 

 知事  補助事業者 

 様式第２号による  補助事業者が定める 

 対象事業  間接補助事業 

 様式第３号による  補助事業者が定める 

 補助金等及び間接県費補助金等   間接補助金 
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（指示等の報告） 

第７条 補助事業者は、第６条の規定により付した規則第１３条又は第１６条第２項後段の規定に準じた

内容の条件に基づき、間接補助事業者に対して指示をし、又は間接補助事業者から報告を受けたときは、

直ちにその旨を知事に報告しなければならない。 

 

（間接的な財産処分の承認）  

第８条 補助事業者は、第６条の規定により付した規則第２５条第２項の規定に準じた内容の条件に基づ

き、財産の処分の承認をしようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

２ 第５条第１項の規定は、前項の規定による知事の承認について準用する。  

３ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第２５条第２項ただし書の期間を定めるに当た

っては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５条）に定める耐用年数に

相当する期間（同令に定めのない財産については、知事が別に定める期間）より短い期間を定めてはな

らない。 

４ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第２５条第２項第４号の財産を定めるに当たっ

ては、次に掲げる財産を定めなければならない。ただし、当該財産以外の財産を定めることを妨げない。 

（１）取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具  

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるもの  

 

（雑則） 

第９条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、生活環境部長が

別に定める。 

 

   附  則 

この要綱は、令和８年１０月１３日から施行し、令和８年４月１日以降に購入・設置を行った防犯機能

付電話機を対象とする。 
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別表 

１ 

対象事業 

２ 

間接補助事業

者 

３ 

対象経費 

 

４ 

補助率 

 

５ 

補助上限額 

防犯機能

付電話機

の購入助

成事業 

鳥取県内に居

住する６０歳

以上の者又は

その同一世帯

員（「鳥取県

犯罪から県民

を守る防犯機

器 購 入 補 助

金」、「鳥取

県防犯機能付

電話機等購入

補助金」及び

「鳥取県特殊

詐欺から県民

を守る緊急対

策 事 業 補 助

金」を活用し

て防犯機能付

電話機を設置

した世帯の者

を除く。） 

（１）防犯機能付電話機の購入に要する経費 

（２）防犯機能付電話機の設置に要する経費（専門

業者が設置を行う場合のみ対象とする。） 

※消費税及び地方消費税を含む 

ただし、次に掲げる経費等は対象外とする。 

ア 他の補助金の対象となった防犯機能付電話

機に係る経費 

イ 防犯機能付電話機本体の付属品以外の別売

りのもの（SD カード等の記録媒体）の購入

に要する経費 

ウ 振込手数料、商品配送料 

エ 代金の支払方法のうち、仮想通貨、クーポ

ン及び各種ポイントによる支払い相当額 

１／２ 

 

 

 

１世帯あたり

７，５００円 

 

 


